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◇対象範囲 

報告対象期間：2022年 4月～2023年 3月 

（一部 2023年 4月以降の記事を含む） 

対象組織：埼玉大学大久保キャンパス 

（居住区域を除く） 

教育学部各附属学校等 

 

【学部】  

○教養学部 ○経済学部 ○教育学部 

○理学部  ○工学部 

【大学院】 

○人文社会科学研究科 ○教育学研究科 

○理工学研究科 

【機構・センター等】 

○教育機構 

○研究機構 

○図書館 

○情報メディア基盤センター 

○ダイバーシティ推進センター 

○国際本部 

○事務局 

○食堂等 

【附属学校】 

○幼稚園  ○小学校  ○中学校 

○特別支援学校 

【付属施設】 

○秩父倉庫 ○軽井沢荘 

○東京ステーションカレッジ 

 

 

◇環境報告書作成のガイドライン 

環境報告ガイドライン（2018年版） 

環境報告書の記載事項等の手引き（2014年 5月） 
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学長メッセージ 

埼玉大学は、「知の継承と発展」と「新しい知の創造」を通して社

会に貢献することを基本的な使命として、3 つの基本方針（１．知の

府としての普遍的な役割を果たす。２．現代が抱える課題解決を図る。

３．国際社会に貢献する。）を掲げて、教育・研究・社会貢献に関す

る様々な取組を行っています。 

2022 年 4 月に、全国で初めてとなる「脱炭素先行地域」に全国 26

箇所の一つとして、さいたま市、国立大学法人埼玉大学、学校法人芝

浦工業大学、東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総支社の 4 者が選

定されました。そして本学としての 2030 年度までの脱炭素化に係る

取組の道筋を示すため、2023 年 7 月に「埼玉大学カーボンニュートラ

ルの実現に向けたアクションプラン」を定めました。これらの取組等

には、様々な環境変化に対応することが求められていることから、学際的な視点がますます重要になって

います。本学では、文系、理系、及び教員養成系の多様な学部と学問が、そして日本人、外国人、並びに

社会人の多様な学生と教職員が、一つのキャンパスに集うという利点を活かし、文理融合の教育研究を推

進するとともに、全学から生み出される多様な研究成果を発信、還元し、社会の課題解決に取り組んでい

ます。 

このような我々の教育、研究、社会貢献の諸活動は、人類の存続基盤である地球環境の保全のうえに成

り立つものであると認識しています。その認識の下、本学においては、2016 年に「環境に関する埼玉大学

の方針」を定め、環境分野の専門的知識を備えた人材育成、環境保全に関する研究の推進、地域社会等と

の協力による環境課題の解決、環境負荷低減の取組などを教職員、学生・生徒・児童等や、関連事業者の

協力により実践しています。さらに、その活動を環境報告書として作成、公表して、環境への取組に対す

る社会的な説明責任を果たすとともに、持続可能な開発目標（SDGs）にかかる活動とも連携しながら環境

保全に向けた取組の自主的改善を進めていきます。 

環境報告書では、環境に関する方針、環境負荷低減の取組、環境教育・研究活動などを紹介しています。

本学の様々な活動による環境への影響、環境負荷を低減するための目標値、及びその達成に向けた取組や

成果について、皆様に広く知っていただき、積極的なご意見を得ながら見直しや改善を図り、事業活動に

おける環境配慮の取組の内容やレベルを自主的に高め、地域の規範となるよう努力してまいります。 

つきましては、2022 年度の本学の環境配慮の取組を総括し、一年間の成果をまとめた本報告書を是非ご

覧いただき、忌憚のないご意見をいただければ幸いです。 

 

 

 

 

国立大学法人埼玉大学長 
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環境方針 

 

～ 環境に関する埼玉大学の方針 ～ 

 

埼玉大学は、教育と研究を両輪とする総合大学として、社会や世界に開かれた大学を目指し、地球規模

での人類的課題や地域社会が抱える現実的課題に応えるべく教育研究活動を展開しています。 

我々の教育研究活動は、人類の存続基盤である地球環境の保全のうえに成り立つものであると認識し、

教職員、学生・生徒・児童等及びキャンパス内に常駐する関連事業者が協力して、環境マネジメントシス

テムを構築するとともに、継続的な改善を図り、次の事項を重点として実践します。 

 

１．環境分野の教育により、専門知識を備えた人材及び幅広い教養を備えた人材を育成するとともに、公

開講座などにより地域住民をはじめとする様々な人々への環境知識の提供と啓蒙を行うことにより地域

貢献に寄与します。 

２．環境保全に貢献する研究を推進し、研究成果公表などにより環境技術の発展と環境対策の推進に寄与

します。 

３．政府、地域自治体、環境ＮＰＯ、市民等と協力し環境課題の解決に寄与します。 

４．省エネルギー・省資源の取組みを推進し、温室効果ガスの排出を抑制するとともに、グリーン購入を

徹底します。 

５．使用化学物質の管理を徹底するとともに、汚染防止の取組みを推進し、各種汚染物質について排出基

準を遵守するなど環境リスク軽減に総合的に取組みます。 

６．教職員、学生・生徒・児童等、関連事業者ともに廃棄物の発生抑制意識を高め、分別の徹底とリサイ

クルを推進します。 

７．環境にかかる法規制を組織的、自発的に遵守します。 

 

２０１６年９月３０日 

国立大学法人 埼玉大学長 

 

 

～ 埼玉大学カーボンニュートラルの実現に向けたアクションプラン ～ 

 

１．省エネ対策の強化と再エネ導入推進によるキャンパスのゼロカーボン化 

２．地域の脱炭素化や気候変動適応に係る取組への協力 

３．脱炭素に貢献する研究のさらなる推進 

４．脱炭素や気候変動適応に関する教育・人材育成の推進 

５．海外の研究機関等との連携推進 

 

２０２３年７月 

国立大学法人 埼玉大学 
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大学概要 

沿革 

 

 

 

 

 

 

運営組織図 

 

 
 

（2023(令和 5)年 4月現在） 

平成 16.4 

国立大学法人埼玉大学 （2023(令和 5)年 4月現在） 
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キャンパス概要 

埼玉大学は埼玉県にある唯一の国立大学であり、首都圏を構成する埼玉

県南部、さいたま市にあります。 

全ての学部、研究科が一つのキャンパス（大久保キャンパス：さいたま

市）にあり、その他に附属学校、課外活動施設等、埼玉県内外に６つの団

地があります。 

また、地域社会や産業界との連携・交流の強化を図るとともに大学の教

育研究をより活性化させ、積極的に大学の持つ知的資源の公開を進めるた

めのサテライト施設として、東京都千代田区神田に「埼玉大学東京ステー

ションカレッジ」を開設しています。 

 

キャンパス位置 

  

 

教職員・学生数 

教職員数 733 人 

学生数 8,328 人 

合計 9,062 人 

 

土地・建物面積 

土地面積 394,544 ｍ2 

建物延面積 182,001 ｍ2 

（2023(令和 5)年 5月現在） 
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環境活動の概要 

環境方針と取組内容 

環境に関する埼玉大学の方針及び、埼玉大学カーボンニュートラルの実現に向けたアクションプランに基づ

く、2022年度の主な取組内容と関連記事の掲載ページは以下のとおりです。 

 

 

No. 環境方針〔環境に関する方針／アクションプラン〕 関連する取組内容
掲載

ページ

【環境に関する方針】

環境分野の教育により、専門知識を備えた人材及び幅

広い教養を備えた人材を育成するとともに、公開講座

などにより地域住民をはじめとする様々な人々への環

境知識の提供と啓蒙を行うことにより地域貢献に寄与

します。

【アクションプラン】

脱炭素や気候変動適応に関する教育・人材育成の推進

【環境に関する方針】

環境保全に貢献する研究を推進し、研究成果公表など

により環境技術の発展と環境対策の推進に寄与します。

【アクションプラン】

脱炭素に貢献する研究のさらなる推進

海外の研究機関等との連携推進

【環境に関する方針】

政府、地域自治体、環境ＮＰＯ、市民等と協力し環境課題

の解決に寄与します。

【アクションプラン】

地域の脱炭素化や気候変動適応に係る取組への協力

【環境に関する方針】

省エネルギー・省資源の取組みを推進し、温室効果ガス

の排出を抑制するとともに、グリーン購入を徹底します。

【アクションプラン】

省エネ対策の強化と再エネ導入推進によるキャンパス

のゼロカーボン化

地域の脱炭素化や気候変動適応に係る取組への協力

【環境に関する方針】

使用化学物質の管理を徹底するとともに、汚染防止の

取組みを推進し、各種汚染物質について排出基準を遵

守するなど環境リスク軽減に総合的に取組みます。

【環境に関する方針】

教職員、学生・生徒・児童等、関連事業者ともに廃棄物の

発生抑制意識を高め、分別の徹底とリサイクルを推進し

ます。

【環境に関する方針】

環境にかかる法規制を組織的、自発的に遵守します。

※ア.1～ア.5は、アクションプランを示す。

7 15～16

実験系廃棄物回収と構内排水分析

の取組

化学物質の管理

環境関連法令遵守

ア.2

4

ア.1

ア.2

12～14

16

設備及び建築物の省エネルギー化

水使用削減の取組

省エネルギー対策の行動

コピー紙使用量削減の取組

環境関連法令遵守

実験系廃棄物回収と構内排水分析

の取組

化学物質の管理

環境関連法令遵守

コピー紙使用量削減の取組

廃棄物排出量削減の取組

構内美化活動の取組

リユース・リサイクルの取組

14

24～25

5 15～16

6

1

17～18

ア.4

ア.3

ア.5

環境関連の研究活動

環境配慮への取組

19～20

24～26

環境関連授業科目の開講

環境関連図書の蔵書

環境関連セミナー等の開催

2

環境関連の研究活動 19～23

3
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環境管理体制 

各課・室及び関係施設において、環境推進委員を定め、環境負荷削減取組みチェックリストに基づく監視を

行い、毎月、財務部施設管理課に提出する。 

委員会の規則は http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-d/mokuji-d/index-2.html（第 6章 その他）に掲

載しています。  

 

施設・環境マネジメント委員会 

 

委員長 学長 

 

環境配慮の取組み・省エネルギー等に関する計画の策定 

 

 環境活動実施組織 

教職員・学生・児童等及び常駐する関係事業者は協力して行動します 

－経営企画推進課 

－総務部 

－研究・連携推進部 

－財務部 

－学務部（学生宿舎、国際交流会館を含

む。） 

 

－研究推進室 

－オープンイノベーションセンター 

―先端産業国際ラボラトリー 

－レジリエント社会研究センター 

－社会調査研究センター 

－科学分析支援センター 

－総合技術支援センター 

－リサーチ・アドミニストレーターオフ

ィス 

－戦略研究センター 

－社会変革研究センター 

－教育企画室 

－基盤教育研究センター 

－英語教育開発センター 

－日本語教育センター 

－教員養成支援センター 

－アドミッションセンター 

－キャリアセンター 

－学生生活支援室 

－障がい学生支援室 

－保健センター 

 

 

◇教育機構 

－教養学部 

－経済学部 

－人文社会科学研究科 

 

 
－教育学部 

－教育学研究科 

－附属教育実践総合センター 

－附属特別支援教育臨床研究センター 

－附属幼稚園 

－附属小学校 

－附属中学校 

－附属特別支援学校 

－理学部 

－工学部 

－理工学研究科 

 

 

 

－食堂・売店（生協） 

－コンビニ（ローソン） 

－理髪店 

－守衛室 

－作業員室 

－コカ・コーラボトラーズジャパン(株) 

◇監査室 

◇参事室 

◇研究機構 

◇学部・大学院 

◇関係施設 

◇図書館 

 

◇事務局 

◇情報メディア基盤センター 

 

2023(令和 5)年 6月現在) 

◇ダイバーシティ推進センター 

 
◇国際本部 

 

http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-d/mokuji-d/index-2.html
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●環境活動実施体制 

環境に関する埼玉大学の方針に基づく取り組みを実践するため、各部局から「環境推進委員」を選出し、環

境推進委員を中心とした環境活動実施体制を採っています。 

環境推進委員は、「環境負荷削減取組みチェックリスト」を利用しながら各部局構成員の積極的な協力体制

のもと、環境活動を実施します。 

2023年度の環境推進委員の人数は、以下のとおりです。 

 

 

  

学部・大学院・附属学校園 事 務 局 

人文社会科学研究科 6人 経営企画推進課 1人 

教育学部 4人 総務部 10人 

附属幼稚園 4人 研究・連携推進部 5人 

附属小学校 3人 財務部 12人 

附属中学校 3人 学務部 9人 

附属特別支援学校 3人   

理工学研究科 12人   

 

監査室 2人  

教育機構 研究機構 

基盤教育研究センター 1人 
オープンイノベーション

センター 
1人 

英語教育開発センター 1人 
先端産業国際ラボラトリ

ー 
1人 

保健センター 1人 
レジリエント社会研究セ

ンター 
1人 

日本語教育センター 1人 社会調査研究センター 1人 

図書館 科学分析支援センター 2人 

図書館 2人 総合技術支援センター 3人 

  
リサーチ・アドミニスト

レーターオフィス 
1人 

常駐事業者   

埼玉大学生活協同組合 2人   

ローソン埼玉大学店 1人 情報メディア基盤センター 

理髪店 1人 
情報メディア基盤センタ

ー 
1人 

守衛所 1人   

作業員室 1人   

コカ・コーラボトラーズジャ

パン（株) 
1人   
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INPUT

大学活動

OUTPUT

マテリアルバランス 

埼玉大学 2022年度の各エネルギー使用量や、教育・研究活動に伴う温室効果ガス排出量などの各環境負荷の

発生状況は以下のようになっています。 

 

  

 

電力 
 

 

都市ガス 

13,607MWh ※ 56,413m3 

 

上水道 
 

ＬＰガス 

95,089m3  53,426m3 

 

軽油 
 

 

紙類 

1kL  28,891kg 

※電力には太陽光発電 161MWhを含んでいます。 

 

二酸化炭素排出量 7,067t-co2 

 

排水量 59,083m3 

 
 

一般廃棄物排出量 232.3t 

産業廃棄物排出量 74.6t 

実験系廃棄物排出量 28.3t 
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環境負荷 

●総エネルギー消費量 

埼玉大学の 2022年度のエネルギー総消費量は、大久保キャンパスが 131,851GJ、附属学校等が 8,787GJとなり、

2021年度と比較すると、大久保キャンパスは、1.4％程度、附属学校等は 8.4％程度の増となりました。 

これは夏季の電気使用量が多かったことから、猛暑の影響による冷房に使用した電気使用量が大きく影響し

たと思われます。 

総エネルギー消費量に占めるエネルギー種別の割合は、電力がもっとも多く、大久保キャンパスが約 94.6％

附属学校が約 72.9％を占めている状況です。 

［ガスの主たる用途］ 大久保キャンパス：食堂厨房、ガスヒートポンプエアコン、ガスストーブ 

附 属 学 校 等：給食室、ガスヒートポンプエアコン、ガスストーブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー消費のうち、もっとも多くを占める電力

（太陽光発電分含む）は、2022年度は大学全体で

13,607MWh（MWh＝kWhの 1,000倍）を消費しました。 

なお、この電気使用量は一般家庭の使用量（令和 3

年度環境省統計調査による全国平均）で換算すると、

約 3,260世帯が一年で使用する電気量に相当します。 

右図は大久保キャンパスの月別最大電力グラフです。

年間を通してみると、6～8月の夏期及び 12～2月の

冬期の最大電力が高く、冷暖房による電気の使用量が

多いことがわかります。 

電力のピーク需要を抑制することは、大学の電力基

本料金を下げるだけでなく、供給区域管内の必要発電

設備容量を低下させる社会的な効果があります。 

また、電力需要に伴う CO２排出量を削減するために

は通年期間における節電も強く求められています。 

 

 

総エネルギー 

8,787GJ 

総エネルギー 

131,851GJ 

参考：エネルギー量への換算係数 

電力：大久保キャンパス（昼間：9.97 GJ/千 kWh 夜間：9.28 GJ/千 kWh）  

：附属学校等（9.76 GJ/千 kWh） 

太陽光発電：9.97 GJ/千 kWh    LPG：50.8GJ/ｔ  都市ガス：45GJ/千㎥ 

94.6%

0.9%
4.1%

0.4%

大久保キャンパス 2022年度エネルギー総消費量

電力

太陽光

LPGガス

都市ガス

72.9%

4.6%

22.5%

附属学校等 2022年度エネルギー総消費量

電力

太陽光

都市ガス
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●エネルギー消費原単位 

埼玉大学のエネルギー管理標準では、エネルギー消費原単位について、年度目標として前年度比１％削減、

中期目標として 5か年で 5％削減を目標として設定しています。 

2018～2019年度は目標どおり前年度比 1％削減され、2020年度にコロナ禍による施設稼働率低下の影響で大

きく削減されたため、その翌年の 2021年度は増加しています。 

2022年度は、猛暑の影響による冷房に使用した電気使用量の影響が大きく、前年度比はわずかに増加してし

まいましたが、５カ年で５％削減する目標については、大久保キャンパスの消費原単位、大学全体の消費原単位

ともに目標を超える削減を達成しました。今後も節電への取組、並びに空調機器、照明器具（LED）及び冷蔵庫

等の省エネ機器への更新を推進して目標達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

●温室効果ガス排出状況 

2022年度の温室効果ガス排出量は、大久保キャンパスが｢6,653トン｣、附属学校等が｢414トン｣でした。これ

は、電力、ガス、軽油の消費量を、CO2（二酸化炭素）排出量に換算したものです。 

 

ex. 電力：電力使用量（千 kWh）×排出係数（t-CO2／千 kWh） 

排出係数：0.495 t-CO2／千 kWh（ 2015年度～） 

 

2010年 4月の「埼玉県地球温暖化対策推進条例」の施行に伴い、｢地球温暖化対策計画書｣及び｢実施状況報告

書｣を作成し、埼玉県に報告することが義務づけられました。 

第 1計画期間（2011年度～2014年度）は基準排出量に対して、平均 8％削減（目標値 大久保キャンパス：

5,900ｔ、附属学校等：324t）が埼玉県から提示された削減目標でした。第１計画期間は、大久保キャンパス、

附属学校等とも削減目標を達成できました。 

第 2計画期間（2015年度～2019年度）は基準排出量に対して、平均 15％削減（目標値 大久保キャンパス：

7,183t（2015年度）、7,585t（2016～2019年度）、附属学校等：330t）が目標値で、大久保キャンパスについて

は目標を達成できましたが、附属学校等は目標を達成することができませんでした。原因としては、附属学校等

の猛暑による夏の空調機使用による電気使用量の増加が影響しています。大久保キャンパスと附属学校を合わせ

た大学全体としては、第２計画期間でも削減目標を達成できました。 

第３計画期間（2020年度～2024年度）は基準排出量に対して、平均 22％削減（目標値 大久保キャンパス：

6,875t、附属学校等においては前計画期間と同じ 15％の 330t）が目標です。2022年度において大久保キャンパ

スでは目標を達成できましたが、附属学校等においてはコロナ禍以降の換気を行いながらの空調機器の使用によ

る影響が大きく、目標を達成することができませんでした。大久保キャンパスと附属学校を合わせた大学全体と

しては目標を達成できています。 

今後も節電への取組、並びに照明器具（LED）及び省エネ機器への更新を推進して目標達成を目指します。 

 

参考：エネルギー消費原単位とは、電力、重油、ガス、ガソリン等の総エネルギー使用量を原油量(ｋＬ)

に換算し、建物の延べ床面積(千㎡)で除した数値(ｋＬ／千㎡)で、「エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律（省エネ法）」により毎年１％の削減が義務付けられています。（この数値は毎年、経済産業省及

び文部科学省に「定期報告書」にて報告しています。 



 

11 

 

 

 

 
※1 2015年度に電気の CO2排出係数の見直し（0.386t-CO2/千 kW→0.495t-CO2/千 kW）があったため、目標値、

実排出量とも 2014年度に比較して増えています。 

※2 大久保キャンパスの 2016年度の目標値は、図書館ラーニングコモンズが増築されたことに伴い増えてい

ます。 

 

  

基準排出量 目標値 実排出量 基準排出量 目標値 実排出量 基準排出量 目標値 実排出量

2011年度 6,764t 6,224t 5,881t 6,413t 5,900t 5,561t 351t 324t 320t

2012年度 6,764t 6,224t 6,063t 6,413t 5,900t 5,754t 351t 324t 309t

2013年度 6,764t 6,224t 5,949t 6,413t 5,900t 5,647t 351t 324t 302t

2014年度 6,764t 6,224t 5,876t 6,413t 5,900t 5,595t 351t 324t 281t

合計 27,056t 24,896t 23,769t 25,652t 23,600t 22,557t 1,404t 1,296t 1,212t

2015年度 8,838t 7,513t 7,439t 8,450t 7,183t 7,106t 388t 330t 333t

2016年度 9,312t 7,915t 7,484t 8,924t 7,585t 7,119t 388t 330t 365t

2017年度 9,312t 7,915t 7,519t 8,924t 7,585t 7,136t 388t 330t 383t

2018年度 9,312t 7,915t 7,368t 8,924t 7,585t 6,990t 388t 330t 378t

2019年度 9,312t 7,915t 7,163t 8,924t 7,585t 6,809t 388t 330t 354t

合計 46,086t 39,173t 36,973t 44,146t 37,523t 35,160t 1,940t 1,650t 1,813t

2020年度 9,312t 7,290t 6,488t 8,924t 6,960t 6,097t 388t 330t 391t

2021年度 9,312t 7,290t 6,943t 8,924t 6,960t 6,567t 388t 330t 376t

2022年度 9,312t 7,290t 7,067t 8,924t 6,960t 6,653t 388t 330t 414t

合計 27,936t 21,870t 20,498t 26,772t 20,880t 19,317t 1,164t 990t 1,181t

基準排出量比 78.3% 73.4% 78.0% 72.2% 85.0% 101.5%

CO2の排出量の推移

大久保キャンパス 附属学校等

第

３

計

画

期

間

計画期間

第

１

計

画

期

間

第

２

計

画

期

間

大学全体
（大久保キャンパス＋附属学校等）

※1 ※1 ※1 ※1

※2
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環境負荷低減への取組み 

 

埼玉大学では、全学を挙げて省エネルギーに取り組んでおり、教職員・学生等に省エネル

ギー行動を呼びかけているほか、施設面でも以下のような様々な設備を導入しています。 

 

●空調デマンド管理システム 

空調機をコントロールすることにより、契約電力及び電気使用量を削減することができる空調デマンド管理

システムを導入しています。 

現在のコントロール対象は表の通りです。大久保キャンパス内の合計 60台、圧縮機出力 315.7kwの空調機を

コントロールしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●太陽光発電システム 

大学内に設置している太陽光発電設備と発電量は下表のとおりです。 

 

※前年度比は、2022年度と 2021年度の比。 

 

●電気・空調設備及び建築 

2022年度は、理学部３号館の１階から７階まで、高効率の空調設備に更新することにより、省エネルギー化

を図りました。また、附属特別支援学校の体育・技術棟及び小学部棟の全面改修工事を実施し、電気・空調設備

の省エネルギー化とともに、複層ガラスや断熱材の採用による省エネルギー化を図りました。 

 

 

 

 

建物名 設置年度 公称出力 2020年度 2021年度 2022年度 前年度比※ 備考

工学部講義棟 2001年度 10kW 11,590kWh 11,808kWh 11,208kWh 94.9%

総合研究棟 2003年度 30kW 11,141kWh 11,387kWh 11,175kWh 98.1%

大学会館 2009年度 25kW 26,898kWh 3,560kWh 26,775kWh 752.1%
2021年度
PCトラブルによる検針不良

本部1号館 2013年度 30kW 28,792kWh 29,738kWh 33,700kWh 113.3%

総合体育館 2013年度 17kW 20,619kWh 20,480kWh 19,403kWh 94.7%

図書館2号館 2014年度 20kW 25,817kWh 15,295kWh 11,649kWh 76.2%
2021年度・2022年度
PCトラブルによる検針不良

経済学部研究棟 2014年度 16kW 22,137kWh 11,780kWh 6,894kWh 58.5%
2021年度・2022年度
PCトラブルによる検針不良

附属幼稚園 1999年度 10kW 10,986kWh 11,162kWh 10,888kWh 97.5%

附属小学校 1999年度 10kW 10,848kWh 10,908kWh 10,626kWh 97.4%

附属中学校 1999年度 10kW 8,468kWh 7,407kWh 7,121kWh 96.1%

特別支援学校 1999年度 10kW 12,175kWh 12,329kWh 11,854kWh 96.1%

合計 － 188kW 189,471kWh 145,853kWh 161,292kWh 110.6%

コントロール対象 

建物名 台数 圧縮機出力 

全学講義棟１号館 31台 193.7kW 

全学講義棟２号館 18台  79.2kW 

全学講義棟 3号館  6台  18.8kW 

理学部講義実験棟  5台  24.0kW 

合計 60台 315.7kW 
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●省エネルギー対策の行動 

埼玉大学では「埼玉大学節電計画」により節電対策を徹底し、以下のような対策を講じています。また、2022

年度から新たな取組として、空き教室の自習室としての利用は、指定された部屋に限定する対策を講じています。

さらに、室内にポスターやステッカーを貼るなどして、節電を呼びかけています。これらの結果、６月～８月の

夏期の電力ピーク需要を抑制することに大きく貢献することができました。 

 

・昼休み及び講義や会議などで部屋を空ける場合は、照明を消

し、エアコン、パソコンの電源を切る。 

・エレベーターの利用は、荷物の運搬及び階段の使用に支障が

ある人を除き５F以上の昇降に限る。 

・当面使用しない機器は、コンセントを抜く。 

・冷房温度は２８℃、暖房温度は２０℃に設定する。 

・服装については、夏期は薄着、冬期は厚着を心掛ける。 等 

  

 

●水使用の削減取組み状況（大久保キャンパス） 

2022年度の上水使用量（市水＋地下水）は、2021年度と

比較して 1.4％の増加となりました。 

増加の要因は、講義室のある建物での増加がみられるこ

とから、コロナ禍による制限が緩和され、対面授業が増え

たことによるトイレ使用の増加が考えられます。 

コロナ禍前の 2019年度と比較しても 6.7％の増加となっ

ていますが、これはプール（地下水使用）の水質保持のた

めにオーバーフローの水量を多くしたのが要因と考えれら

ます。 

一方、理工学研究科では、多くのチラー（冷却水循環装

置）を設置し、実験装置冷却用の水を循環させることによ

り、水使用量の削減を図っています。 

 
総合研究棟１号館のチラー本体 

 

上水使用量と総排水量一覧表 

 市水使用量 地下水使用量 上水使用量合計 総排水量※1 

2017年度 61,632 ｍ3   37,496 ｍ3 99,128 ｍ3 55,152 ｍ3 

2018年度 59,492 ｍ3   36,490 ｍ3 95,982 ｍ3 54,509 ｍ3 

2019年度 55,456 ｍ3   33,562 ｍ3 89,018 ｍ3 62,802 ｍ3 

2020年度 38,675 ｍ3   15,739 ｍ3 54,414 ｍ3 35,527 ｍ3 

2021年度 50,364 ｍ3   43,376 ｍ3 93,740 ｍ3 52,233 ｍ3 

2022年度 53,260 ｍ3   41,829 ｍ3 95,089 ｍ3 59,083 ｍ3 

増減率※2 △4.0％    24.6％   6.7％ △5.9％ 

増減率※3   5.8％   △3.6％   1.4％   13.1％ 

※１．上水はグラウンドや植樹への散水などに使用しており、地下に浸透や蒸発するため、総排水量は 

上水使用量より少ない数値となっています。 

※２．コロナ禍前の 2019年度に対する 2022年度の増減率。 

※３．2021年度に対する 2022年度の増減率。 

 

●水使用の削減取組み状況（附属学校等） 

2022年度に、附属特別支援学校の体育・技術棟と小学部棟の全面改修工事を行い、トイレの器具を節水型に

更新する等、水使用量の削減を図っています。  
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●コピー紙使用状況等 

2022年度のコピー紙使用量は 28,891kgで、2021年度と比較して 26.7％の増

加となりました。増加の要因は、コロナ禍による制限が緩和され、対面授業が

増えたことによる影響が考えられます。コロナ禍前の 2019年度と比較する

と、27.1％削減しております。会議資料等の電子データ化などコピー紙削減に

取組んでいます。 

また、古紙リサイクル量は 70,400kgで、2021年度と比較して 21.7％の増加

となりました。 

コピー紙使用量・古紙リサイクル量の年度比較 

 コピー紙使用量 古紙リサイクル量 

2017年度 56,309kg 115,880kg 

2018年度 54,163kg 70,840kg 

2019年度 39,628Kg 68,260kg 

2020年度 13,431Kg 61,750kg 

2021年度 22,800Kg 57,870kg 

2022年度 28,891Kg 70,400kg 

増減率※1 △27.1％ 3.1％ 

増減率※2 26.7％ 21.7％ 

※１．コロナ禍前の 2019年度に対する 2022年度の増減率 

※２．2021年度に対する 2022年度の増減率 

 

古紙類・リサイクル紙ゴミの

集積所 

●廃棄物排出量削減への取組み 

2008年 7月より、各研究室、教室、事務室等で不要となった物品を、資

源の有効活用及び経費節減を図るため、全学的取り組みとしてリユース（再

利用）を開始しました。 

2009年度からは、対象範囲を広げ、クリップ等の消耗品もリユースして

います。  

大学ホームページ（学内限定）にリユース物品情報を掲載し、協力を呼

び掛けています。 

2017年度～2022年度の廃棄物排出状況は下記の表のようになっています。2022年度は 2021年度と比較すると

一般廃棄物量は 45.1％増加、産業廃棄物量は 39.4％減少、実験系廃棄物量は 17.5％減少、資源ごみ量は 21.6％

増加しました。最終処分量は、2022 年度より廃棄物処理業務の契約業者が変わり、新たな契約先の処分方法が、

廃棄物の再生利用や焼却処理等による減量化を行わずに埋め立て処理していることにより増加しています。 

また、廃棄物は建物増改築や研究室の引越しなどにより一時的に排出される量の変動が大きくなります。 

廃棄物量比較 

 一般廃棄物量 産業廃棄物量 
実験系廃棄物量 

※1 
資源ごみ量 廃棄物総排出量 

最終処分量 
※2 

2017年度 215.1t 67.2t 31.0t 115.9t 429.2t 77.6t 

2018年度 214.1t 104.6t 32.5t 70.8t 422.0t 68.5t 

2019年度 198.0t 87.7t 31.6t 68.3t 385.6t 74.4t 

2020年度 163.0t 70.8t 23.1t 61.8t 318.7t 21.9t 

2021年度 160.0t 123.1t 34.3t 57.9t 375.3t 32.0t 

2022年度 232.3t 74.6t 28.3t 70.4t 405.6t 100.4t 

増減率※3 17.3% △14.9% △10.4%  3.1% 5.2% 34.9% 

増減率※4 45.1% △39.4% △17.5% 21.6% 8.1% 213.8% 

※１．実験系廃棄物の種類は、有機廃液、無機廃液、固形物、感染性廃棄物等です。 

※２．最終処分量とは、焼却処理等の後、最終的に埋め立て処理された量です。 

※３．コロナ禍前の 2019年度に対する 2022年度の増減率 

※４．2021年度に対する 2022年度の増減率 
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●実験系廃棄物回収と構内排水分析の取り組み状況 

埼玉大学では、教育・研究活動においてさまざまな薬品類を使用することから、有害物質等を含む廃液（無

機廃液、有機廃液）や固形物が発生します。そこで、排水の水質保全、廃液の取扱、搬出に関するガイダンスを

毎年全学の教職員および学生に向けて実施するとともに、環境分析ニュースレターを毎月発行し、教職員に排水

の水質検査結果等を周知し、有害物質を排出しないよう注意喚起を行い、構内排水の水質保全に努めています。 

また、これらの有害物質の処理を外部業者に委託して適正に処分することで、大学周辺の環境及び住民の健

康を損なうことのないようにしています。 

さらに、埼玉大学の下水はさいたま市の下水道に排出されるため、さいたま市の政令に基づいた水質検査

（水温、pH、重金属類と VOC(揮発性有機化合物)）を最終放流口において実施し、その分析結果を毎月市へ報告

しています。 

 

 
実験廃液回収 

 
実験廃液の一時集積所 

 

●化学物質の管理 

埼玉大学は理学部・工学部を有する高等教育機関であり、対象業種となっているため、ＰＲＴＲ法（化学物

質把握管理促進法※）及びさいたま市生活環境の保全に関する条例の適用を受けています。指定化学物質中、届

出対象取扱量（ＰＲＴＲ法：年間 1,000㎏以上、さいたま市条例：年間 500㎏以上）に達した化学物質の 2022

年度の取扱量は、クロロホルムが 2,700kg、ジクロロメタンが 1,500kg、ノルマル－ヘキサンが 2,000kg、メタノ

ールが 1,900㎏でした。これらの取扱量を把握し、管理徹底することにより教育研究活動に伴う環境負荷の低減

を図っています。 

なお、全ての化学物質についても取扱研究者や学生は無駄な使用を控え、分別回収を徹底して排出量を削減

するように努めています。 

参考：ＰＲＴＲ法とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、

あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握、集計し、公表することを定めた法律です。 

 

●ＰＣＢ廃棄物対策 

埼玉大学のポリ塩化ビフェニル廃棄物は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進 に関する特別措

置法」に基づき適正に処分しました。 

 

●アスベスト対策 

構内の吹き付けアスベストについては、2008年度までに 16棟 2,518㎡の対策工事を終了しました。 

下記の二重天井による封じ込め対策以外は、撤去処分しています。 

二重天井による封じ込め対策面積計 385㎡（二重天井で封じ込めているため、飛散等のおそれなし） 

秩父倉庫         44㎡ 

事務局棟裏自動車倉庫１ 167㎡ 

事務局棟裏自動車倉庫２ 174㎡ 
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環境関連法令遵守 

埼玉大学では下記のような環境法規制が適用されています。 

引続き、法規制の見落としなどの防止を図るため、担当管理部署を明示し法規制遵守体制を強化してまいり

ます。 

 

主要な適用法規制等と管理部署 

法規制等（略称） 規制内容 担当管理部署 

省エネ法 大学：特定事業者（原油換算エネルギー使用量が 1,500kl

以上）、大久保１団地：第一種エネルギー管理指定工場

（原油換算エネルギー使用量が 3,000kl以上）に係わるエ

ネルギー管理員の選任や定期報告書及び中長期計画書の提

出 

施設管理課 

さいたま市生活環境の保

全に関する条例 

環境負荷低減計画書の届出 施設管理課 

廃棄物処理計画の届出 財務課 

地下水のくみ上げ使用 経理課・施設管理課 

有害大気汚染物質の測定 施設管理課 

廃棄物処理法 適正な収集運搬・処理業者への委託及び処分終了の確認 経理課 
科学分析支援センター 

産業廃棄物のマニフェスト管理 財務課 

特管産業廃棄物のマニフェスト管理 財務課等 

市廃棄物処理・再生条例 廃棄物減量計画書の提出 財務課 

事業系一般廃棄物の処理 財務課 

さいたま市下水道条例 

水質汚濁防止法 

排水水質基準遵守 施設管理課 

科学分析支援センター 

遺伝子組換え生物使用規

制法 

実験計画書の提出と規程の遵守評価 研究推進･国際連携課 

放射線障害防止法 放射線管理状況の国への報告と規程遵守 研究推進･国際連携課 

さいたま市自転車駐車場

附置条例 

自転車駐車場の設置と放置自転車の管理 財務課 

環境配慮促進法 環境報告書の公表 施設・環境マネジメント委員会 

グリーン調達法 グリーン購入調達方針と実績の報告公表 * 財務部 

消防法 一定規模以上の危険物使用保管の届出 人事課・施設管理課 

高圧ガス保安法 高圧ガスの貯留（液化窒素） 研究推進･国際連携課 
科学分析支援センター 

騒音規制法 空調用の空気圧縮機や送風機 施設管理課 

ＰＲＴＲ法 第 1種指定化学物質の使用･排出状況の報告 研究推進･国際連携課 

ＰＣＢ処理法 PCB含有の高圧コンデンサ、高圧変圧器、照明用安定器の

届出・保管 

施設管理課 

フロン回収破壊法 フロン使用製品の許可業者への引渡し 経理課・施設管理課 

建設リサイクル法 一定規模以上の工事の施主の計画書の提出 施設管理課 

自動車リサイクル法 自動車車検時の廃棄料支払い 経理課 

家電リサイクル法 指定家電の廃棄処分時の廃棄料支払い 経理課 

埼玉県地球温暖化対策推

進条例 

地球温暖化対策計画の作成等 施設管理課 

水銀汚染防止法 一定量の水銀等を貯蔵した際の報告義務 研究推進･国際連携課 

 * 埼玉大学のグリーン調達の方針と実績はこちらをご覧ください。 

→https://www.zaimu.saitama-u.ac.jp/zaimu/choutatu/detail.php?cid=3 

 

  

https://www.zaimu.saitama-u.ac.jp/zaimu/choutatu/detail.php?cid=3
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環境に配慮した取組 

教育活動 

●環境関連授業科目 

環境に配慮した取組として環境関連の授業科目を開講しています。 

2022年度の各学部での環境関連授業科目は以下のとおりです。 

開講学部等 環境関連授業科目名 授業時間数 

教育機構 開発援助における環境 30時間／年 

ＮＧＯと出会う 30時間／年 

農学入門 30時間／年 

AL2（開発の概念） 30時間／年 

開発と援助の潮流 30時間／年 

開発協力概論 30時間／年 

地理学概説 30時間／年 

生活と技術 30時間／年 

有機農業と自然と社会Ⅰ 30時間／年 

有機農業と自然と社会Ⅱ 30時間／年 

工学と社会（機械工学系） 30時間／年 

工学と社会（電気電子物理工学系） 30時間／年 

工学と社会（情報系） 30時間／年 

工学と社会（応用化学系） 30時間／年 

工学と社会（環境社会デザイン系） 30時間／年 

工学と社会（電気電子物理工学系） 30時間／年 

工学と社会（応用化学系） 30時間／年 

工学と社会（環境社会デザイン系） 30時間／年 

ＳＤＧｓと出会う 30時間／年 

AL1（グローバル・スタディーズ基礎Ⅰ） 15時間／年 

AL1（グローバル・スタディーズ基礎Ⅱ） 15時間／年 

教養学部 国際政治経済学入門 30時間／年 

地理学入門 30時間／年 

地域環境論Ⅰ 30時間／年 

自然地理学 30時間／年 

Contemporary International Affairs 30時間／年 

経済学部 環境経済学 30時間／年 

寄付講義「農的暮らしと社会」 30時間／年 

教育学部 生活環境論 30時間／年 

木材加工の基礎（実習及び製図を含む） 30時間／年 

木の学校・木の教育 30時間／年 

環境問題と技術 30時間／年 

環境教育フィールド・スタディ 30時間／年 

環境教育概論 30時間／年 

保育内容「環境」 30時間／年 

総合的な学習指導法 30時間／年 

環境栽培 30時間／年 

環境問題と技術 30時間／年 

地誌学概論 30時間／年 

理学部 基礎生化学 30時間／年 

基礎分子生物学 30時間／年 

基礎生体制御学実験 90時間／年 

野外実習 30時間／年 

微生物学 30時間／年 
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開講学部等 環境関連授業科目名 授業時間数 

工学部 環境アセスメント 30時間／年 

環境保全マネジメント 30時間／年 

環境化学基礎 30時間／年 

環境化学Ⅰ 30時間／年 

環境化学Ⅱ 30時間／年 

エネルギー環境問題 30時間／年 

人文社会科学研究科 環境政策論 30時間／年 

環境政策論特論 30時間／年 

理工学研究科 
景観計画論（Ｅ） 30時間／年 

環境制御生物学 30時間／年 

環境生物学 30時間／年 

分子遺伝学特論３ 30時間／年 

資源循環制御科学 30時間／年 

環境化学技術特論 30時間／年 

地形プロセス学特論（Ｅ） 30時間／年 

地域景観特論（ＪＥ） 30時間／年 

生物環境応答特論（ＪＥ） 30時間／年 

未来デザイン・バックキャスト論 30時間／年 

国際電気・環境規格特論 30時間／年 

環境経済学 30時間／年 

環境地質学特論 30時間／年 

環境生物学特論 30時間／年 

水環境工学特論 30時間／年 

 

●環境関連図書 

環境関連図書の蔵書数 

環境分野 図書保有数 

環境一般 1,821冊  

公害関係 1,651冊  

環境保全、自然保護 374冊  

※ 前年度から約 0.7％増加しました。 
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研究活動 

●戦略研究センター・グリーンバイオサイエンス研究領域 

2022 年 4 月に戦略研究センター・グリーンバイオサイエンス研究領域が設置されました。

私たちを取り巻く環境は、気候変動やエネルギー問題、食料問題など地球規模で取り組まな

ければならない様々な難題に直面しています。そうした中、持続可能な社会成長を可能にするためには、カーボ

ンニュートラルをはじめ、持続可能な開発目標（SDGs）に資する様々な取り組みが必要です。 

本学では、これまでにグリーンバイオ研究センター、戦略的研究部門グリーン・環境領域、戦略的研究部門

ライフ・ナノバイオ領域を中心に、植物科学や環境科学の分野で世界をリードする研究成果をあげてきました。 

本領域では、これまでの植物科学・環境科学分野の研究をさらに発展させるとともに、カーボンニュートラ

ルや環境保全を目指した社会実装や国際貢献を意識した応用研究を展開します。生命科学の研究開発を通して、

生物の持つ機能を最大限に引き出し、食・健康・エネルギーに貢献するグリーンバイオ支援社会の実現を目指し

ています。 

(https://park.saitama-u.ac.jp/~greenbio/) 

 

●戦略研究センター・循環型ゼロエミッション社会形成研究領域 

2022年 4月に設置された戦略研究センター・循環型ゼロエミッション社会形成研究領域では、国際社会にお

いて解決すべき廃棄物問題の中でも、産業廃棄物の適正管理・処理・リサイクルに焦点を当て、循環経済移行及

びゼロエミッション社会形成に不可欠となる産業廃棄物の有効活用技術開発・研究を、多国間における連携と共

通認識を基軸に国内外の産学官連携ネットワークに基づき推進します。 

(https://park.saitama-u.ac.jp/~zero-emission/) 

 

●社会変革研究センター・脱炭素推進部門 

社会変革研究センター・脱炭素推進部門には「脱炭素先行地域推進グループ」と「脱炭素技術研究開発グル

ープ」の２つのグループを設置しています。 

「脱炭素先行地域推進グループ」では、本学がさいたま市、芝浦工業大学及び東京電力パワーグリッド株式

会社埼玉総支社と共同提案し、2022年 4月に全国の 26カ所の一つとして環境省により「脱炭素先行地域」に選

定された「さいたま発の公民学によるグリーン共創モデル」に係る取組を推進するとともに、「脱炭素技術研究

開発グループ」では、脱炭素に関連する革新的な研究活動を行っています。 

(https://www.saitama-u.ac.jp/iron_researchcenter/) 

 

●環境関連の研究状況 

2022年度の環境に係る主な研究等は、下記のとおりです。 

埼玉大学研究者総覧はこちらをご覧ください。 → http://s-read.saitama-u.ac.jp/researchers/ 

 

環境分野 主な研究テーマ 

地球規模の環境 アフリカの非工業化パーム油産業の環境改善 

エネルギーの消費量と経済成長の関係に関する研究 

廃棄物リサイクル 乳牛糞尿混合物からの作物病害を抑制する機能性堆肥の製造 

COVID-19下の人流の変化が港区の廃棄物量に与えた影響に関する研究 

自然生態 

水圏環境 

環境応答 

 

秩父地方のカエデ樹液生産環境調査 

荒川・江川流域に自生する野草（絶滅危惧種）の保全 

国指定天然記念物・宝蔵寺沼ムジナモ自生地水質調査 

無農薬・無施肥水田に侵入した外来植物対策 

田島ケ原サクラソウ自生地におけるサクラソウ分布調査 

田島ケ原サクラソウ自生地におけるつる植物群落の空間解析 

さいたま市見沼田んぼにおける絶滅危惧種保全の検討 

 

https://park.saitama-u.ac.jp/~greenbio/
https://park.saitama-u.ac.jp/~zero-emission/
https://www.saitama-u.ac.jp/iron_researchcenter/
http://s-read.saitama-u.ac.jp/researchers/
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環境分野 主な研究テーマ 

環境汚染 

環境計測 

タマミジンコを対象としたカドミウム汚染水による遺伝毒性評価 

蛍光プローブによる生体内の重金属イオンの可視化 

社会的環境 
見沼耕作放棄地における官・民・学による対策の検討（埼玉グリーンインフラ SDGs 研究

会） 

グリーンインフラ研究レビュー 

COVID-19がエネルギー消費量に与えた影響に関する研究 

環境浄化 

耐環境材料 

その他 

電気分解法によるアオコ群集の凝集処理 

戸田ボートコースの水質調査 

 

●環境関連セミナー等の開催状況 

2022年度の環境に係るセミナー等の開催は下記のとおりです。 

区分 主な研究テーマ 

セミナー Dialogue on Climate Change: Climate change, Vulnerability and its impacts on the 

coastal environment by Prof. Ranjana U.K. Piyadasa (9.30 埼玉大学) 

Flocculation of microalgae and cohesive sediment by Dr. Nguyen Ho Que (12.26 埼玉大

学) 

実験廃液搬出方法および薬品管理システム使用方法説明会 

シンポジウム Workshop on Sustainable Development in East Asia（11.25 埼玉大学東アジア SD研究領

域） 

東アジアの農村・都市社会における生態系保全（総説）（招待講演） 

第 7回環日本海域環境研究センター連携部門 国際テーマシンポジウム「東アジアの農村社

会・都市社会をめぐる環境とその発展」（金沢）．金沢大学（2023年 2月） 

 

 

生物多様性保全への取組 

生物多様性の保全や構成要素の持続可能な利用などを目的として、国際条約として「生物の多様性に関する

条約」が 1992年に制定され、2003年には遺伝子組換え生物の取扱等を規定したカルタヘナ議定書が発効されま

した。 

これらの国際法に対応するため、日本では国内法として、2004年に遺伝子組換え生物等の使用等の規制によ

る生物の多様性の確保に関する法律（遺伝子組換え生物等規制法、通称カルタヘナ法）が施行されました。 

埼玉大学では、遺伝子組換え安全委員会及び動物実験委員会において、国立大学法人埼玉大学遺伝子組換え

実験実施規則及び国立大学法人埼玉大学動物実験規則をそれぞれ制定し、生物多様性保全に取り組んでいます。 

申請された実験が法律・規則に沿うものか審査し、適切な施設において適切な手法で実験が行われているか

管理するとともに、年 1回ガイダンスを行い、法律や実験方法などについて実験従事者に教育を行っています。 

  



熱電変換材料の新しい性能評価手法の開発 
大学院理工学研究科 長谷川靖洋 

1 研究背景 
温室効果ガス排出量実質ゼロを掲げた「2050年カーボンニュートラ
ル」の実現を目指す中、熱電変換現象に着目している（図 1）。熱電変
換材料のエネルギー変換効率はゼーベック係数 S[V/K]，抵抗率r[Ω
m]，熱伝導率k[W/mK]の３つ物性値（熱電パラメータ）を用いた性能
指数 z=S2/(rk)[K-1]に、絶対温度 T[K]を乗じた無次元性能指数 zT[-]を用
いて見積もられている。 
この無次元性能指数 zT は、現在 BiTe 系材料が唯一民生利用されて
いるものの、zT～1 程度の値であり、その使用用途も熱電発電利用と
いうより、電流を流して温度差を得るペルチェ効果を利用した冷却素
子として、インターネットを支える半導体レーザーの温度制御用に用いられている。このため、熱電発
電応用を考える上で、無次元性能指数 zT>3を持つ材料開発が行われている。 
一方、熱電変換材料を評価する際、ゼーベック係数 Sと抵抗率rは直方体形状を用いた電気物性測定，
熱伝導率は円盤状形状を用いた熱物性測定に適した 2 つの異なる材料を用意し、別々に各物性測定が
行われ、定義式より zT値を決定している。再現性や信頼性の観点から同一材料を用いた評価を行うべ
きであるが、画一的な測定手法が開発されていないことが熱電変換材料開発・評価の大きな障害とな
っており、無次元性能指数 zT評価法の確立が急務である。しかし、残念ながらこれまでに同一熱電変
換材料・熱電モジュールの zTを明確に決定するその手法は未だに存在しない。 
従来の定常熱伝導方程式を元にすると、熱
電変換材料の zTを評価する際、ゼーベック
係数 S と抵抗率rは直方体形状を用いた電
気物性測定，熱伝導率は円盤状形状を用い
た熱物性測定に適した 2 つの異なる材料を
用意し、別々に各物性測定が行われ、定義式
より zT を決定している（表 1）。再現性や
信頼性の観点から同一材料を用いた評価を
行うべきであるが、画一的な測定手法が開
発されていないことが熱電変換材料開発・
評価の大きな障害となっており、zT 評価法
の確立が急務である。ここで zTの単位系が
無次元であることに着目する。物理的に 4つ
の物性値が密接に関係していることは明らかである一方、特定の物性値の比で zTを記述することがで
きることを暗示しており、最も測定が簡便な抵抗値 Rもしくはインピーダンス Z(w)の比を用いて zTを
表現できれば、確度の高い zT 評価が可能となる。本研究では、熱電変換材料中に電流(電荷)と共に輸
送されるペルチェ熱を測定プローブとした新しい Time Domain Impedance Spectroscopy(TDIS)法を提案・
実証し、熱電変換材料特有の現象を用いた新しい zT測定手法の提案・実証を試みた。 

2 TDIS 法による無次元性能指数決定 
2.1 TDIS法

図１：熱電変換の概念図

表１：無次元性能指数 zT決定手法のまとめ
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無次元性能指数 zT は無次元量であることから、何かの物理量の比で表現できることを示しており、非定常
熱伝導方程式（式(1)）と材料両端に温度差DTが有る際のオームの法則（式(2)）1) 

𝜕𝑇 (𝑥, 𝑡)
𝜕𝑡

= 𝛼 𝜕2𝑇 (𝑥, 𝑡)
𝜕𝑥2 + 𝑄𝐽

𝜌𝑀𝑐𝑉 (1) 

𝑍(𝜔) = 𝑅𝑜ℎ𝑚 + 𝑆𝛥𝑇
𝐼

(2) 

より、適切な境界条件ならびにジュール熱 QJとペルチェ熱(QP=STI)の関係が QP>>QJである際、そのインピ
ーダンスが 

𝑧𝑇 = 𝑍(𝜔 → 0)
𝑍(𝜔 → ∞)

− 1 (3) 

と表現出ることに起因し、この手法を IS(Impedance Spectroscopy)法と呼ばれる。ただし、この手法であると、
Z(w→0)の測定に長い測定時間がかかることから、過渡応答時の抵抗 R(t)を用いることで 

𝑧𝑇 = 𝑅(t → ∞)
𝑍(𝜔 → ∞)

− 1 (4) 

と書き換えることに起因しており、時間・周波数の両軸を用いることから TDIS(Time Domain Impedance 

Spectroscopy)法と呼称している。1,2) この TDIS法は(I)高い確度，(II)2分程度の短時間測定，(III)同一サンプル
利用，(IV)電気測定のみなど従来法とは原理からして異なる測定手法であり、zT≧0.02程度の熱電材料で、0.002

の zT精度を持つことが明らかになっている。以上の理論モデルは熱リーク，熱抵抗，表面での熱交換，輻射
などを考慮することで、低温から高温領域まで適用可能な熱電変換材料・熱電モジュールの zT測定国際標準
化へ展開も視野に入れている。 

2.2 TDIS法による無次元性能指数 zT決定手法の提案と実証 

一般的な熱電材料である p 型，n 型 BiTe 系熱電素子を集積した熱電モジュールにおいて、TDIS 法を用い
て zTを決定していく。式(4)を元にすると、Z(w→¥)につ
いては、熱電材料の特徴的な熱角周波数w TE（∝熱拡散率）
が 1[rad/s]程度であることを考えると、w /w TE～103程度で
あればw→¥と見なすことが出来る。この測定は、ロック
インアンプを用いることで数秒の内に Z(w→¥)が決定で
きることを意味する。一方、式(3)中の Z(w→0)は、w /w TE

～10-3程度であればw→0 と見なすことができるもの、現
実的な各周波数としては 10-3[rad/s]であり、ロックインア
ンプでの測定は現実的であるとはいえない。そこで周波
数軸ではなく、時間軸で考えるとすると、Z(w→0)は過渡
応答時の R(t→¥)と一致する。この概要を図 2に示す。過
渡応答時に、t=0ではオーミック抵抗 R(t=0)=Rohm = Z(w→
¥)に近い値を示すのであるが、サンプリング周波数の問
題などで、正確な値を決定することは困難である。 

以上を踏まえて、Π型熱電モジュールを用いた実験結
果を図 3に示す。Z(w→¥)= Z(500Hz)とすると、測定時間
は数秒のうちに、Z(w→¥)=0.471[W]が得られた。次に、測

図2：TDIS法測定手法概念 

図 3：300KにおけるTDIS法による zT評価
結果例
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定配線をスイッチングで切り替えることにより、過渡応答測定に入る。時刻 t=0[s]で電流を印加し、瞬間的に
オーミック抵抗 Rohm = Z(w→¥)に近い値を示し、t=20[s]程度まで電流と共に輸送されるペルチェ熱流によって
抵抗値が上昇し、最終的に t=100[s]では完全に安定した値となり、R(t→¥)=0.872[W]が得られる。以上の結果
と式(4)を用いることで、測定時間 3分以下で無次元性能指数 zT=0.872と決定できた。この値は、別途行われ
た式(3)を用いる３時間の測定時間が必要な IS法測定と 0.001単位で一致を示した。 

zT温度依存性を測定することで、本手法である
TDIS法ならびに IS法の無次元性能指数 zT評価結果
を図4に示す。この結果からも判るように、50～320K

の間で両者は一致し、その確度は 0.001程度である。 

３ まとめ 
以上のように、TDIS 法は電気物性測定であるた
め、高精度・短時間で熱電材料・熱電モジュールの
無次元性能指数 zT を決定することが可能であるこ
とか理論モデルならびに実験結果から示すことがで
きた。 

参考文献 
1. Yasuhiro Hasegawa and Mai Takeuchi, “Proposal of Time Domain Impedance Spectroscopy to determine Precise

Dimensionless Figure of Merit for Thermoelectric Modules within Minutes”, Scientific Reports, 12,11967 (2022)

2. Yasuhiro Hasegawa and Mai Takeuchi, “Measuring temperature dependence of dimensionless figure of merit of a

thermoelectric module using time-domain impedance spectroscopy”, Review of Scientific Instruments, 94, 014902

(2023)

図4： TDIS法と IS法による 

zT温度依存性比較 
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環境配慮への取組 

【脱炭素への取組】 

さいたま市、国立大学法人埼玉大学、学校法人芝浦工業大学、東京電力パワーグリッド株

式会社埼玉総支社の４者は、全国の自治体を対象に応募していた、環境省の「脱炭素先行地域」

に共同提案し、令和４年４月に、全国 26か所の第１回選定地域

のうちのひとつとなりました。 

共同提案した 4者は、今後、「脱炭素先行地域」の取組を通じ

て、さいたま市域における公共施設や大学キャンパス、ビジネ

ス・商業・住生活エリア等を対象に、それぞれが有する知見や地

域資源（アセット）、デジタル技術などの先進技術の最大限活用

に向けた連携・共創を図り、国の支援なども活用しながら、ゼロ

カーボンシティやグリーンキャンパスの実現に向けた取組を推進

していきます。 

令和４年 11月には、さいたま市産業文化センターにおいて、

脱炭素先行地域キックオフシンポジウム「カーボンニュートラル

な社会をめざして―さいたま発の公民学によるグリーン共創モデ

ル―」を開催し、選定された共同提案に係る脱炭素先行地域の取

組について講演を行いました。 

 

 

 

【構内美化活動】 

令和 4年度は 11月 8日に、教職員や学生の有志による全学一斉清掃を実施しました。清掃活動の実施に

より、自分たちのキャンパスを奇麗にするだけでなく、環境美化の意識を高めることにも繋がります。 

 

  

全学一斉清掃の様子 

 

【駐輪対策】 

通学・通勤時の自転車利用者は、東門からの入構者が 

大半を占めていたことから、キャンパス東側の市道に面 

したところに「自転車専用門」及び「大型駐輪場」を設 

置（平成 15年 9月利用開始）、キャンパス西側に「第 

２駐輪場」を設置（平成 27年 7月利用開始）し、原則 

として駐輪場以外の構内への乗り入れを禁止しています。 

 

 

 

大型駐輪場 

 



 

25 

 

【分煙対策】 

埼玉大学では「大学構内、原則禁煙」の看板を出し、 

指定の喫煙場所以外をすべて禁煙区域にしています。 

主な喫煙場所には「喫煙所」の掲示をしています。 

 

 

 

 

 

 

 構内喫煙所 

 

【緑地の保存】 

埼玉大学では、校舎建設前からあった大学会館南側自然林を保存緑地としています。 

なお、2012年度には「樹木医」により、樹木ごとに目視による調査・外観診断を行い、今後の保全・ 

管理に活用しています。 

 

  
大学会館南側保存林 

 

【飲料缶・ペットボトルの分別回収・リサイクル】 

埼玉大学では、構内に設置されている自動販売

機から出る空き缶・ペットボトルの分別回収・リ

サイクルを推進するため、各自動販売機業者によ

り、自動販売機設置場所及びその周辺に専用の回

収ボックスを設置してもらい、学外処分（リサイ

クル）するようにしています。 
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学生による取組 

●学生サークルの取組 

埼玉大学「Re：さいくりんぐ」では、大学構内で発生した放置自転車や、埼大生から譲渡された自転車を

修理･点検し、有効活用する活動を行っています。過去には東ティモールやモンゴルといった国に自転車を

寄付した実績があります。 

近年では部員の減少により自転車の海外輸送などの大規模な活動はできていませんが、夏休みに行っている

小中高校生を対象とした自転車修理体験会を中心に活動しています。体験会を通じてボランティア活動を理解し

てもらうとともに、これから参加していくきっかけとなることができればと考えております。 

 

●生協学生委員会の取組 

生協学生委員会は、生協の組合員のうち約 100名の学生が中心となり、組合員に充実した大学生活を送っても 

らうため、学生の視点からの活動を行っている団体です。 

数多くの活動の中から、環境への主な取組みを紹介します。私たちは組合員のみなさんのアクションに結び

つくようなキッカケ作りやステップアップのサポートになればと参加を呼びかけています。 

新入生歓迎企画スプリングフェスティバルの昼食の際にリ・リパック弁当を紹介し新入生参加者 1,000 人の

方に食べていただき、この弁当容器がリサイクルできることをアナウンスしリサイクルできることを知ってもら

っています。容器の回収について学生委員会の活動として年間で何度か回収強化の取組み（弁当容器を持ってき

てもらうと割引券と交換など）を行っています（現在は新型コロナウイルスの影響により中止） 

学生委員会の活動のご案内：生協学生委員会 Twitter https://twitter.com/saidai_gi 
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環境省ガイドライン等対照表 

環境報告ガイドライン2018における項目 本報告書における対象項目 掲載頁
環境報告の基礎情報

１．環境報告の基本的要件
目次・対象範囲、環境方針、大学概要、環境方針
と取組内容

2、3-4、5

２．主な実績評価指標の推移 環境負荷、環境負荷低減への取組み 9-11、12-15

環境報告の記載事項
1．経営責任者のコミットメント 学長メッセージ 1
２．ガバナンス 環境管理体制 6-7

３．ステークホルダーエンゲージメントの状況
環境方針、環境方針と取組内容、研究活動、環
境配慮への取組、学生による取組

2、5、19-20、
24-25、26

４．リスクマネジメント 環境管理体制 6-7
５．ビジネスモデル ー
６．バリューチェーンマネジメント 環境法令遵守 16

７．長期ビジョン 環境方針、環境方針と取組内容 2、5

８．戦略 環境方針、環境方針と取組内容 2、5
9．重要な環境課題の特定方法 環境負荷 9

１０．事業者の重要な環境課題
環境方針、環境方針と取組内容、環境負荷低減
への取組み、生物多様性保全への取組、環境配
慮への取組

2、5、12-15、
20、24-25

主な環境課題とその実績評価指標
１．気候変動 環境負荷 9-11
２．水資源 環境負荷低減への取組み 13
３．生物多様性 生物多様性保全への取組 20
４．資源循環 環境負荷低減への取組み 14
５．化学物質 環境負荷低減への取組み 15
６．汚染予防 環境負荷低減への取組み 15

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ＳＤＧｓ」（持続可能な開発目標）とは、２０１５年９月の国連サミットで採択さ

れた「誰１人取り残さない」持続可能でよりよい社会を目指す世界共通目標です。 



 
 

  
梶田隆章先生ノーベル物理学賞受賞記念 

記念樹「ニュートンのリンゴの木」 

イギリスの物理学者ニュートンが、リンゴが木から落ちるのを見て「万有引力の法則」を発見したことは 
有名です。ニュートンの生家にあったその木は、接ぎ木によって 1964 年、日本（東京大学附属小石川植物園）
などに分譲され育てられました。 

このリンゴの木は、「科学の心を育てる記念樹」として親しまれており、本学理学部物理学科卒業生である
梶田隆章先生のノーベル物理学賞受賞の記念樹として、小石川植物園より譲り受けたものです。 



埼玉大学は創基１５０周年を迎えました。 

 

問合せ先 

国立大学法人埼玉大学財務部施設管理課 

〒338-8570 さいたま市桜区下大久保 255 

TEL：048-858-3020  FAX：048-858-3681 

E-mail：s-kikaku@gr.saitama-u.ac.jp 

 

埼玉大学は明治 6 年(1873 年)に埼玉県が改正局で教員養成を
開始したことに起源を持ち、令和 5 年(2023 年)は、改正局の創設
から 150 年を迎え節目の年になります。 


